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図 化学物質排出移動量届出制度（ 制度）の化学物質対策への活用

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）化学物質の排出量・移動量

化学物質の排出量等については、化学物質排

出把握管理促進法に基づく対象事業者からの届

出により集計する届出排出量・届出移動量と、

国が対象事業者以外からの排出量を推計する届

出外排出量があり、これらを集計して排出量等

を把握しています。

平成 年度の届出排出量については、県内

事業所（全国 事業所のうち ％）

から化学物質排出把握管理促進法に基づく届出

があり、県全体として約 千トン（全国約

千トンのうち ％）が排出され、うち約 ％

は大気中への排出となっています 図 。

届出移動量は約 千トン（全国約 千トンの

うち ％）で、その ％以上が廃棄物として

事業所外へ移動しています（図 ）。

本県の届出外排出量（対象業種からの届出外

排出量、非対象業種からの排出量、家庭からの

排出量、自動車からの排出量などの合計量）は

約 千トン（全国約 千トンのうち ％）

です。

平成 年度の届出排出量と届出外排出量の

合計は約 千トン（全国約 千トンのうち

％）となっています（図 ）。このうち、

排出量が最も多いのは溶剤や合成原料として幅

広く使用されているトルエンでした（図

）。

 
 

＜多くの化学物質の排出状況がわかる＞

これまでもいくつかの有害な化学物質の排出については、主に工場施設などを対象に法律による規制が

行われてきました。しかし、多くの化学物質については、どこからどれだけ排出されているのか十分に実

態を把握することができませんでした。 
制度では 462 物質の排出状況等が把握・公表され、これまでよりも多くの物質について、きめの

細かい情報を得ることができるようになりました。 

＜行政＞

地域の環境中に排出される

化学物質の種類と量を知るこ

とで、対策の必要性や優先順位

を決める際の参考にすること

ができます。 

＜事業者＞

使用している化学物質の種類

や排出量を把握することで無駄

を省くなど、自主的な管理が進

みます。また、排出量等の削減

の目標が立てやすくなります。 

＜県民＞

日ごろから関心のある環境

中の化学物質や健康に影響の

ありそうな化学物質について、

その種類や発生源、排出量等を

具体的に知ることができます。 

＜情報を共有し、協力して取組を進める＞

制度で公表・開示されるデータは誰でも見ることができるため、行政だけでなく、県民も化学物

質の排出に関するより詳しい情報を入手することが可能です。これにより、例えば県民が行政や企業の取

組状況をチェックするなど、化学物質問題への取組に積極的に参加する機会が広がりました。 
こうしたことを通じて、県民、企業、行政が化学物質の現状や対策の内容、その進み具合について話し

合いながら、協力して化学物質対策を進めていくことが期待されます。 
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（資料）環境部調べ 

図 排出先別届出排出量の内訳

（平成 年度） 
図 移動先別届出移動量の内訳

（平成 年度） 

図 発生源別排出量の内訳

（平成 年度） 

年間取扱量 １ｔ以上

従業員数 ２１人以上

対象業種 製造業など２４業種

【届出対象事業所】

※特定第一種指定化学物質の
場合は取扱量 0.5ｔ以上です。

11,676トン （48.0%）

届出対象事業者による届出（届出排出量）

12,645トン （52.0％）

国による推計値（届出外排出量）

家庭から排出

合成洗剤
防虫剤
接着剤 など

3,284 トン

乗り物からの排出

3,017トン

自動車
鉄道
船舶 など

届出対象とならない事業所

非対象業種

届出要件未満

6,344トン

（農業など）

国では届出対象とならない事業所や家庭、自
動車などからの排出量を推計しています。
これを「届出外排出量」といいます。

※ 愛知県は届出事業所数(2,116事業所)と
排出量が、共に全国で1番多い県です。

愛知県の全排出量 トン 年

48.0

26.1

13.5

12.4

※化管法の政令改正後に対象物質として
指定されている462物質の排出量につい
て集計しています。

公共用水域へ

の排出

（ ％）

届出移動量： トン

（資料）環境部調べ 

下水道へ移動

（ ％）

事業所外へ

廃棄物として移動

（ ％）

（資料）環境部調べ 

土壌への排出

（ ％）
事業所内で

埋立処分

（ ％）

大気への排出

（ ％）

届出排出量： トン
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図 届出排出量・届出外排出量上位 物質とその発生源別排出量（平成 年度） 
（単位：トン／年） 

（４）化学物質の取扱量

平成 年度は、生活環境保全条例（名古屋市

においては市民の健康と安全を確保する環境の

保全に関する条例）に基づく届出が 事業

所からあり、化学物質の届出取扱量は県全体で

約 千トンでした。このうち、取扱量が最

も多いのはキシレンでした（図 ）。

 
図 届出取扱量上位５物質とその割合（平成 年度） 

 

２ 化学物質に関する施策【環境活動推進課】

（１）事業者による自主管理の促進

県は、化学物質排出把握管理促進法及び生活

環境保全条例に基づき、事業者から届出された

化学物質の排出量、移動量及び取扱量を毎年集

計、公表しています。また、生活環境保全条例

に基づき事業者から特定化学物質等管理書を提

出させるなど、事業者による化学物質の適正管

理に関する自主的な取組の促進を図っています。

（資料）環境部調べ 

（資料）環境部調べ 

トリメチルベンゼン

クロロジフルオロメタン

直鎖アルキルベンゼン

スルホン酸及びその塩

塩化メチレン

ジクロロベンゼン

ノルマル ヘキサン

ポリ（オキシエチレン）＝

アルキルエーテル

エチルベンゼン

キシレン

トルエン

事業系

家庭

移動体

キシレン

トルエン

テレフタル酸

ベンゼン

ノルマル

ヘキサン

その他
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解処理を、平成 年５月から海部郡飛島村の変

圧器リサイクルセンターで柱上トランスの解

体・洗浄を始めています。

処理の進捗
しんちょく

状況については、平成 年

３月末までに、日本環境安全事業㈱の 廃棄

物処理施設においてトランス 台、コンデン

サ 台が処分され、中部電力㈱の 廃棄

物処理施設において柱上トランスの絶縁油約

トンが自社処分されました。

表 日本環境安全事業（株）豊田事業所の概要

項 目 内 容  
 
 
 
 

所在地 豊田市細谷町三丁目 
処理対象 高圧トランス等及び廃 等

処理方式 脱塩素化分解法

処理能力 トン／日（ 分解量）

処理開始 平成 年９月１日

（資料）日本環境安全事業㈱資料から環境部作成 

２ 廃棄物に関する施策【資源循環推進

課】

県は、 特別措置法及び国の「 廃棄物処

理基本計画」に基づき、平成 年 月に「愛

知県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」（

処理計画）を策定し（平成 年３月改定）、県

内における 廃棄物について適正な保管及び

処理の計画的な推進を図っています。

この計画では、基本的方針として、①高圧ト

ランス等を多量に保管・使用する事業者は、

廃棄物の適正な保管、安全な収集運搬及び計画

的な処分に関する事項を定めた計画を策定し、

計画的な処理を行うこと、②県及び名古屋市等

（ 特別措置法の政令市）、国、 廃棄物保

管事業者、 廃棄物処理施設を設置する者、

収集運搬業者等の関係者は、それぞれの役割分

担により、 廃棄物の確実かつ適正な処理の

積極的な取組に努めるとともに、各々連携して

計画的に処理の推進を図ることなどを定めてい

ます。

この計画に基づき、県は、 廃棄物の確実

かつ適正な処理の推進を図るため、保管事業者、

収集運搬事業者、処分業者に対して次のとおり

監視、指導を徹底しています。

【保管事業者】 紛失及び不適正処理の未然防

止に向けて立入検査及び監視パトロールを行う

とともに、個々の 廃棄物に個体管理番号付

きステッカーの貼り付けを指導し、管理の徹底

を図っています。

【処分業者】 受け入れ基準及び受入計画の策

定を、収集運搬業者には計画的な搬入を指導し

ています。また、収集運搬業者には「 廃棄

物収集・運搬ガイドライン」の遵守を徹底する

とともに、 を利用した車両運行管理システ

ムによる安全かつ効率的な収集運搬を指導して

います。

工場の解体時などに 廃棄物が他の廃棄物

と混在し、誤って処分されないよう、建設リサ

イクル法の届出時や、講習会等の機会を通して

廃棄物の事前点検、適正保管の周知啓発に

努めています。

一方、高圧トランス等の 廃棄物の処理費

用は通常の廃棄物処理に比べ相当高額となって

いることから、負担能力の小さい中小企業者に

対し処理費用の一部を助成するための基金（

廃棄物処理基金）を国及び全国 都道府県で造

成し、 廃棄物の円滑な処理の促進を図って

います。 
この基金から、中小企業者には処理費用の

％（破産者や事業廃止した事業者から継承し

た個人には ％）に相当する額が助成される仕

組みになっています。 

（写真提供：日本環境安全事業 株 ） 
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２ ダイオキシン類に関する施策【環境活動

推進課】

ダイオキシン法では、ダイオキシン類を発生

し大気中に排出する施設として、一定規模以上

の廃棄物焼却炉、製鋼用電気炉等を特定施設（大

気基準適用施設）として定め、排出ガス中のダ

イオキシン類濃度が規制（大気排出基準）され

ています。また、ダイオキシン類を含む汚水又

は廃液を排出する施設として、廃棄物焼却炉の

廃ガス洗浄施設などの特定施設（水質基準対象

施設）を定め、特定施設を設置する工場・事業

場（水質基準適用事業場）からの排出水が規制

（水質排出基準）されています。さらに、特定

施設のうち廃棄物焼却炉から排出されるばいじ

ん又は燃え殻を埋立処分する際の処理基準が定

められています。

また、最終処分場については、ダイオキシン

法に基づく廃棄物の最終処分場の維持管理の基

準を定める省令により、ダイオキシン類に係る

放流水及び周縁地下水の水質検査が義務づけら

れるとともに、浸出液処理設備の維持管理基準

として放流水中のダイオキシン類濃度が定めら

れています。

これら規制等の効果により、国が毎年示す「ダ

イオキシン類の排出量の目録」（排出インベント

リー）によれば、ダイオキシン類排出量は年々

減少し、平成９年から平成 年までの間で約

％の削減となっています。

国は、近年のダイオキシン類の排出削減の状

況及び環境改善状況等を踏まえ、平成 年８月

に「我が国における事業活動に伴い排出される

ダイオキシン類の量を削減するための計画」を

変更し、「現状非悪化」を原則とした削減目標量

を 年と設定しました。

平成 年の排出総量は 年であり、

削減目標量を下回っていることから、国は、平

成 年については削減目標が達成されたと評

価しました。

（１）特定施設等の届出状況【環境活動推進課】

県内における特定施設の届出状況は表

のとおりであり、主な施設は大気関係で

は廃棄物焼却炉、水質関係では廃棄物焼却炉の

廃ガスを処理する廃ガス洗浄施設です。また、

県内における一般廃棄物及び産業廃棄物管理型

最終処分場（ダイオキシン法対象）の設置状況

は表 のとおりです。

表 ダイオキシン法に基づく特定施設届出状況

区分

工場等数 施設数

所管別
計

所管別
計

愛知県 名古屋市 豊橋市 岡崎市 豊田市 愛知県 名古屋市 豊橋市 岡崎市 豊田市

大気

水質

（注）平成 年３月末現在 （資料）環境部調べ

表 ダイオキシン法対象最終処分場設置状況

区分

最終処分場数

所管別
計

愛知県 名古屋市 豊橋市 岡崎市 豊田市

一般廃棄物最終処分場

産業廃棄物管理型最終処分場

（注）平成 年３月末現在 （資料）環境部調べ
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ン及びジクロルボスについて水質調査を実施し

た結果、生態リスク初期評価における予測無影

響濃度＊ を上回りましたが、水質汚濁に係る要

監視項目の指針値＊ を下回りました。 ナフト

ール、フェノバルビタール及びジクロロブロモ

メタンについて水質調査を実施した結果、生態

リスク初期評価における予測無影響濃度＊ を

下回りました。シアナジンについては、調査を

実施した地点において検出されました。

表 内分泌かく乱化学物質の検出状況（平成 年度）

水 質

調 査 物 質
調査結果

μ ℓ

調査

地点数

内分泌かく乱

作用試験にお

ける予測無影

響濃度 ＊

μ ℓ

生態リスク

初期評価に

おける予測

無影響濃度
＊ μ ℓ

水 生 生

物 保 全

環 境 基

準＊

μ ℓ

指針値＊

μ ℓ

全国調査結果

μ ℓ

オクチルフェノール ― 以下 ～ ＊

ノニルフェノール 以下 ― ～ ＊

ビスフェノールＡ
または

― ― ～ ＊

フェニトロチオン ～ ― ― 以下
～ ＊

ダイアジノン ～ ― ― 以下 ～ ＊

ジクロルボス ～ ― ― 以下 ～ ＊

シアナジン ～ ― ― ― ―
～ ＊

ナフトール ～ ― ― ―
～ ＊

フェノバルビタール ～ ― ― ― ～ ＊

ジクロロブロモメタン ～ ― ― ― ～ ＊

底 質

調 査 物 質
調査結果

μ

調査

地点数

内分泌かく乱

作用試験にお

ける予測無影

響濃度 ＊

μ ℓ

生態リスク

初期評価に

おける予測

無影響濃度
＊ μ ℓ

水 生 生

物 保 全

環 境 基

準＊

μ ℓ

指針値＊

μ ℓ

全国調査結果

μ

ノニルフェノール ― ― ― ― ～ ＊

水生生物（魚類）

調 査 物 質
調査結果

μ

調査

地点数

内分泌かく乱

作用試験にお

ける予測無影

響濃度 ＊

μ ℓ

生態リスク

初期評価に

おける予測

無影響濃度
＊ μ ℓ

水 生 生

物 保 全

環 境 基

準＊

μ ℓ

指針値＊

μ ℓ

全国調査結果

μ

ノニルフェノール ～ ― ― ― ― ～ ＊

（資料）環境部調べ 

第
２
部

　第
１０
章

178



 

【用語】

内分泌かく乱化学物質：環境省は「動物の生体内に取り込まれた場合に、本来、その生体内で営

まれている正常なホルモン作用に影響を与える外因性の物質」を「内分泌かく乱化学物質」として

います。

これまでに環境省が行った試験結果によると、 オクチルフェノール等の 物質については魚

類に対して内分泌かく乱作用を有することが推察されましたが、哺乳類に対して明らかな内分泌か

く乱作用が認められた物質は見つかっていません。

＊ 内分泌かく乱作用試験における予測無影響濃度：生態系影響評価のための試験により、メダカ

の性分化に影響を与えなかった最大濃度に安全係数（ ）を乗じることにより求めた魚類を中

心とする生態系に影響を及ぼす可能性はないと予測される濃度 

＊ 生態リスク初期評価における予測無影響濃度：水生生物の急性毒性値及び慢性毒性値のそれぞ

れについて、信頼できる知見のうち生物群ごとに値の最も低いものを整理し、そのうち最も低い

値に対して情報量に応じたアセスメント係数を適用することにより求めた濃度 

＊ 水生生物の保全に係る水質環境基準：環境基本法に基づく水質汚濁に係る生活環境の保全に関

する環境基準のうち、水生生物の保全に係る水質環境基準 

＊ 水質汚濁に係る要監視項目の指針値：長期間摂取に伴う健康影響を考慮して算出された値

＊ 「平成 年度内分泌攪乱化学物質における環境実態調査結果（水環境）（環境省水・大気環境

局水環境課）」における検出濃度範囲

＊ 平成 年度から平成 年度の「化学物質環境実態調査結果（環境省環境保健部環境安全課）」

のうち、直近のデータにおける検出濃度範囲

＊ 「平成 年度環境ホルモン緊急全国一斉調査（環境庁水質保全局水質管理課）」における検出

濃度範囲

２ 内分泌かく乱化学物質に関する施策【環

境活動推進課】

平成 年７月に策定された「化学物質の内分

泌かく乱作用に関する環境省の今後の対応方針

について－ －」を踏まえ、国が行っ

た生態系への影響評価のための試験結果により

魚類に対して内分泌かく乱作用を有することが

推察された物質（ －ｔ－オクチルフェノール、

ノニルフェノール、ビスフェノールＡ）や新た

な科学的知見の得られた物質等について、環境

調査を実施していくとともに、国等からの情報

収集、科学的知見の集積に努めます。
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第５節　環境放射能
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２ 測定の概要【環境活動推進課】

県では、原子力規制庁（平成 年度までは文部

科学省）からの委託により、愛知県環境調査セン

ター（名古屋市）及び同東三河支所（豊橋市）等

において環境中の放射能の状況について毎年測定

を行っています。大気中の空間放射線量率の測定

についてはモニタリングポストにより、大気浮遊

じんや降下物等の放射能の測定についてはゲルマ

ニウム半導体検出器により、定時降水中のベータ

線の測定についてはベータ線測定装置により実施

しています。

東日本大震災以降は通常の測定の他に、環境放

射能の監視体制を強化して測定を実施しました。

３ 環境の状況

県内における環境中の放射性物質に関する測定

値については、以下のとおり異常値は認められま

せんでした。

（１）原子力規制庁からの委託に係る測定【環境

活動推進課】

環境調査センター及び同東三河支所等で行って

いる測定結果は表 、表 、表

のとおりです。なお、表 の空間放射線量率

測定結果については、平成 年９月末までのデー

タを記載しています。

表 空間放射線量率測定結果

測 定 期 間 測 定 地 点
モニタリングポスト

測定値（μSv/h）注

平成 年 月～

平成 年 月

環境調査センター（名古屋市） ～ （平均 ）

環境調査センター東三河支所（豊橋市） ～ （平均 ）

西三河県民事務所（岡崎市） ～ （平均 ）

一宮市木曽川消防署大気測定局（一宮市） ～ （平均 ）

新城設楽建設事務所設楽支所（設楽町） ～ （平均 ）

前年度までの過去３年間の値（平成 年度から 年度）

（測定地点：環境調査センター）
～ （平均： ）

全国値 平成 年度 注 ～ （平均 ）

（ ＝ ）注

（注１）モニタリングポストの測定値は吸収線量（ ）で表示されるが、本資料では放射線量（μSv/h）に換算し

ている（ μSv/h＝ として換算。）。

（注 ）全国値については原子力規制庁の「環境放射線データベース」（ hoshano.go.jp/servlet

）を参照し（参照日：平成 年 月 日）、放射線量（μSv/h）に換算している。

（注 ） は測定ポイント数を示す。

（資料）環境部調べ

第
２
部

　第
１０
章

181



 

表 人工放射性核種の測定結果

試 料 名

検

体

数

平成 年度の

測定値

（平均値）

前年度までの

過去 年間の値注
おおよそ

の検出

下限値

全国値注

（平成 年～ 年度） 単位

最低値 最高値 試料数 平均値 最高値

大気

浮遊じん

全て不検出 不検出

ｍ全て不検出 不検出

全て不検出 不検出

降下物

不検出～

（ ）

不検出

ｍ

全て不検出 不検出

全て不検出 不検出

陸

水

上水

源水
不検出 不検出 不検出

蛇口水 不検出 不検出 不検出

土

壌

地表から

乾土

ｍ

乾土

ｍ

地表から 乾土

ｍ

野

菜

大 根 不検出 不検出 不検出
生

ﾎｳﾚﾝ草 不検出 不検出 不検出

海 水 不検出 不検出 不検出

海底土 不検出 不検出 乾土

海

産

生

物

き す 不検出 不検出

生あさり 不検出 不検出 不検出

わかめ 不検出 不検出 不検出

（注 ）「前年度までの過去３年間の値」のうち、 については、平成 年度及び 年度の測定値である。

（注 ）全国値については、原子力規制庁の「環境放射線データベース」（

）を参照した（参照日：平成 年 月 日）。

なお、平均値は全ての調査試料を対象とし、検出されていない試料の濃度をゼロとして平均値を算出した。

（資料）環境部調べ

【用語】

（ベクレル）：放射性物質が放射線を出す能力を表す単位で、１ は

１秒間に１回の割合で放射性核種の壊変が起こるこ

とを表す。

１ （ベクレル） ＝ （ミリベクレル）

１ （ベクレル） ＝ （メガベクレル）

第
２
部

　第
１０
章

182



 

表 定時降水試料中の全ベータ放射能測定結果

採取年月 降水量（ｍｍ）

降 水 の 定 時 採 取 （ 定 時 降 水 ）

放射能濃度 （ ） 月 間 降 下 量

測定数 最低値 最高値 （ ／ ）

平成 年 ４ 月 不検出

５ 月 不検出 不検出 不検出

６ 月 不検出 不検出 不検出

７ 月 不検出 不検出 不検出

８ 月 不検出 不検出 不検出

９ 月 不検出 不検出 不検出

月 不検出 不検出 不検出

月 不検出

月 不検出 不検出 不検出

平成 年 １ 月 不検出 不検出 不検出

２ 月 不検出 不検出 不検出

３ 月 不検出 不検出 不検出

年間値 不検出 不検出～

前年度までの過去３年間の値 不検出 不検出～

全国値（平成 年度～ 年度）注 不検出 不検出～

（注）全国値については、原子力規制庁の「環境放射線データベース」（

）を参照した（参照日：平成 年 月 日）。

（資料）環境部調べ

（２）東日本大震災以降に強化した測定【環境

活動推進課、生活衛生課】

県では、東日本大震災以降、前掲の原子力規

制庁からの委託による通常の測定のほか、図

の環境放射能の監視体制によりモニタ

リングを強化してきました。

環境調査センターでは、降下物と上水（蛇口

水）の放射性物質の測定頻度を増やすとともに

（表 、表 ）、シンチレーションサ

ーベイメータにより地上高１ における大気中

の放射線量の測定（表 ）をしたほか、伊

勢湾、三河湾等の沖合い５地点において、海水

中の放射性物質を測定（表 、図 ）

しており、環境調査センター東三河支所では、

降下物、上水（蛇口水）、大気浮遊じんの測定を

行いました（表 ）。

また、県（健康福祉部）は、県内の全海水浴

場（ か所）における海水浴場水の放射性物質

濃度について測定を行っており、その結果を公

表しています（表 ）。
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【放射能測定に使用している装置】

１ 空間放射線量率調査

モニタリングポスト

シンチレーションサーベイメータ

名古屋市内

【環境調査センター（名古屋市北区）】

モニタリングポスト 台

ゲルマニウム半導体検出器 ２台

シンチレーションサーベイメータ ３台

豊橋市内

【環境調査センター東三河支所】

モニタリングポスト 台

ゲルマニウム半導体検出器 １台

シンチレーションサーベイメータ １台

岡崎市内

【西三河県民事務所】

モニタリングポスト １台

一宮市内

【一宮市木曽川消防署大気測定局】

モニタリングポスト １台

名古屋市内

【県庁（名古屋市中区）】

シンチレーションサーベイメータ １台

設楽町内

【新城設楽建設事務所設楽支所】

モニタリングポスト １台

空間ガンマ線量を検出するための装置で、通年連続測定により、私たちが受けてい

る空間ガンマ線量を測定しています。

愛知県には現在、環境調査センターをはじめ県内５箇所に設置されています。

【設置場所】

環境調査センター（名古屋市北区辻町字流 ）

環境調査センター東三河支所（豊橋市富本町字国隠 ）

西三河県民事務所（岡崎市明大寺本町 丁目 ）

一宮市木曽川消防署大気測定局（一宮市木曽川町黒田北宿二切 ）

新城設楽建設事務所設楽支所（北設楽郡設楽町田口字川原田 ）

携帯型の放射線測定装置で空間ガンマ線量を測定します。

本県では、愛知県環境調査センター等において、地上 の高さの放

射線量の測定などに活用しています。

図 放射能測定機器配備体制（平成 年度） 
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２ 核種分析調査

ゲルマニウム半導体検出器

３ 全ベータ放射能（定時降水）調査

 
 

 
 

 

表 降下物の測定結果

測定場所：環境調査センター（名古屋市）

測 定 時 期

測定値

（ ｍ ）

セシウム セシウム ヨウ素

震災以前

平成 年４月１日～ 年３月１日
不検出～

震災後【 時間】

平成 年３月 日～ 月 日
不検出 不検出 不検出

震災後

平成 年１月～ 年９月
不検出 不検出～ 不検出

（注 ）震災以前の値は通常時（月１回）における降下物の測定結果を記載。

（注 ）震災後、文部科学省（当時）の指示により平成 年３月 日～ 月 日までは 時間の降下物

について測定を実施し、平成 年１月以降は、１か月間の降下物について測定を実施した。

（資料）環境部調べ

ガンマ線放出核種について核種毎の測定値が得られる

ため、緊急時の被ばく線量の評価がより正確に把握出来る

分析装置です。降下物、土壌、海水など様々な媒体で人工

放射性核種の測定をしています。 

ベータ線測定装置

雨水採取器により９時から翌日の９時までの雨水を降雨毎に採取

し、そのうちの を直径 インチのステンレス皿に濃縮後、全ベ

ータ線量を計測します。
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表 上水（蛇口水）の測定結果

測定場所：環境調査センター（名古屋市）

測 定 時 期
測定値（ ）

セシウム セシウム ヨウ素

震災以前

平成 年度～ 年度
不検出

震災後

平成 年３月 日～ 月 日
不検出 不検出 不検出

震災後

平成 年１月～ 年９月
不検出 不検出 不検出

（注 ）震災以前の値は通常時（年１回）における上水の測定結果を記載。

（注 ）震災後は、平成 年 月までは 時間、平成 年１月からは３か月分の上水について測定を実施。

（資料）環境部調べ

表 地上１ｍ高さでの空間放射線量率の測定結果

測定場所：環境調査センター（名古屋市）

測 定 時 期 測定値（μSv/h）

震災以前

平成 年度～ 年度
～ （平均 ）

震災後

平成 年６月 日～ 月 日
～ （平均 ）

震災後

平成 年１月～ 年 月
～ （平均 ）

（注 ）サーベイメータによる測定は平成 、 年度は実施していないため、震災以前の値は 年度から

過去５年間の値を記載。

（注 ）震災後は、平成 年 月までは１日に１回、平成 年１月からは１か月に１回測定を実施。

（資料）環境部調べ

表 海水の測定結果

測定場所：環境調査センター（名古屋市）

測 定 時 期
測定値（Bq/ℓ）

セシウム セシウム ヨウ素

震災以前 平成 年度～ 年度 不検出

震災後

平成 年度

（平成 年５月～平成 年３月）
不検出 不検出 不検出

平成 年度

（平成 年５月～９月、 月）
不検出 不検出 不検出

平成 年度

（平成 年５月～ 月）
不検出 不検出 不検出

平成 年度

（平成 年５月～９月）
不検出 不検出 不検出

（注 ）震災以前の値は通常時（年１回）における海水の測定結果を記載。

（注 ）震災後はおおむね月に１回の頻度で測定を実施。

（資料）環境部調べ
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図 海水の測定地点

表 環境調査センター東三河支所（豊橋市）における測定結果

測定項目
測定値

単位
セシウム セシウム ヨウ素

降下物 不検出～ 不検出～ 不検出 ｍ

上水（蛇口水） 不検出 不検出 不検出

大気浮遊じん 不検出 不検出 不検出 ｍ

（注 ）測定期間：平成 年４月～ 年９月

（注 ）降下物は１か月分の降下物、上水（蛇口水）は３か月分の上水についてゲルマニウム半導体検出器に

より測定を実施。また、大気浮遊じんは月に を採取し３か月分を１試料として測定を実施。

（資料）環境部調べ

表 海水浴場水の放射性物質濃度

測定期間
測定値

（ベクレル／リットル）

平成 年度

５月 日～６月８日 不検出

７月４日～７月 日 不検出

８月１日～８月 日 不検出

平成 年度 ５月７日～５月 日 不検出

平成 年度 ５月７日～５月 日 不検出

平成 年度 ５月 日～５月 日 不検出

※ 測定項目： ヨウ素－ （平成 年度のみ）、セシウム－ 、セシウム－

※ 測定機器：ゲルマニウム半導体検出器

（注１）測定地点：県内の全海水浴場

（平成 年度 か所、 ・ 年度 か所、 年度 か所）

（注 ）〔平成 年度〕環境省「水浴場の放射性物質に関する指針」（ ）に定める海水浴場

水の放射性物質濃度の目安：放射性セシウム ベクレル／リットル以下、

放射性ヨウ素 ベクレル／リットル以下

〔平成 年度以降〕環境省「水浴場の放射性物質に関する指針」（ ）に定める海水浴

場水の放射性物質濃度の目安：放射性セシウム ベクレル／リットル以

下

（資料）健康福祉部調べ 

 

 

凡例 
：採水地点 

測定結果はウェブページで公表しています。
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